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As the name implies, the Assistance Benefit Supply System is a system that provides service cost for those with disabilities It was expected that this system would help to restore independence of the users by ushering in consumerism over paternalism, and thereby securing quality and quantity of services.

Yet, the mechanisms required support consumerism, are not built in to the systems for the stability of resource and benefit supply control, and the supply control mechanism is still controlled by “rationing”.

This study considers the Issue of Capping for Home Care Service, and the difference in the attendant services of the C.I.L. and public organized home care services. Then, it shows that the unification of the assistance benefit supply system for disabilities and the Public Insurance of Elderly Care is not the solution. It proposes instead, to build the mechanisms to support the stability of resource and benefit supply control within the present system.

With a supply mechanism controlled by “rationing”, the right to request the positive benefit p by consumers is required.

１　はじめに
平成１５年４月から、障害福祉サービスの多くは、支援費支給制度に移行した。その中でも、ホームヘルプサービス（居宅介護サービス）は、それまでの自治体ごとに異なる制度が、知的障害者や障害児童まで範囲を広げた費用給付制度として統一され、サービス単価アップと事業者指定基準の緩和もあって、障害者の地域での自立生活支援の要となるサービスとして期待されている。

しかし、支援費の支給そのものは、措置制度のときと変わらず反射的利益であり、支給決定も、ほぼ一元的に市町村の行政裁量に委ねられるシステムとなっている。また、新制度の開始にあたり、従来は自立生活運動などの障害当事者を中心とする範囲に留まっていたサービスに対する権利意識は、一般の障害福祉サービスの利用者や家族などの関係者にまで広がり、これまでの行政主導型の調整決定のシステムに対する不満が高まっている。

そういった背景のもと、支援費支給制度実施直前の平成１５年１月、いわゆる「ヘルパー基準額（上限枠）設定問題」（以下「上限問題」）がおこった。
この支援費支給制度開始前に早くも顕在化した支援費の支給量決定のありかたについての行政と利用者間の間の対立、さらに、利用者の選択やそれによる主体性の回復、あるいは、それを前提にした消費者主義(consumerism)によるサービスの質と量の確保(平岡 1996)といった支援費支給制度が本来めざしていたはずのものを実現するためにも、利用者という「買い手」への必要にして十分な資金供給を、サービスを利用する側の権利としても確認し、財源や予算との関係の中できちんと調整できるシステムを構築してゆくこと――つまり給付を利用者本位でとらえなおすこと――が必要であると考える。

本論では、このような支援費支給制度の給付における利用者本位という問題について「上限問題」とホームヘルプサービスを手がかりとし、介護保険制度との統合論を批判的に検討しつつ、考察を行う。

２　給付における利用者本位

２．１　利用者の主体性の回復と地域生活

　支援費支給制度とは、従来の措置によるサービス決定にかわり、民間の福祉サービス事業者を利用者の自己選択・自己責任によって契約し、自己負担分を除くその費用の支給を公費からうける、という制度である。このように利用制度化されたことは、システムの個人化、そして、費用補助制度化されたことは、サービスの現物供給の費用化としてとらえることができる。

そこで前提とされるのは、障害福祉サービスの擬似市場（quasi-market）のなかで、自律的なひとりの消費者(consumer)として、主体的にサービスを選び使いこなす利用者である。これは、明らかにこれまでの措置の時代に想定された受身の援護の対象者とは異なる障害当事者像であるといえよう。

武川は、このような障害福祉サービスの制度の個人化・費用化が、国家とサービスの利用者との間でもつ意味を、「福祉国家は、その目的を実現するために、給付と規制という手段を使って政策を実行してきた。支援費支給制度は、この給付を利用者の主体性を回復するための手段として用いるものであると考える。」
と述べている。

そして、支援費支給制度と期を同じくして、平成１５年４月から新障害者基本計画と新障害者プラン（重点施策実施５か年計画）がスタートしたが、この新しいプランでは、「入所施設は真に必要なものに限定する」
とされ入所施設の数値目標は策定されなかった。このことは、平成７年の「障害者プラン――ノーマライゼーション七ヵ年計画」の方向性を更に一歩進め、新障害者基本計画のかかげる「共生社会」の理念とあわせ、これからの障害福祉サービスのメインストリームは、障害当事者があたりまえの地域生活をおくるための地域サービスであることを改めて確認させるものであり、その結果、「地域生活を支援するための、ホームヘルパーの確保、ショートステイやデイサービスの整備等在宅サービスの充実」は、厚生労働省関係がまずとりくむべき施策の第一として挙げられている
。

　このように、これからの障害福祉サービスとは、障害当事者個人が主体的にそれぞれが望む地域生活をおくるためのものであり、支援費支給制度とは、そのために必要となるサービスを一人一人の利用者が利用するための費用を供給する制度である、という確認をまず行っておきたい。

２．２　割当による給付

　しかし上述の理念にもかかわらず、措置制度から支援費支給制度となっても、障害福祉サービス費用の給付および調整の現実の運用は、割当（rationing）の考えに基づくものから、基本的には変更がないように思える。

割当とは、「資源が必要量に対して不足しており、且つ、価格が配分機能を果たさない状況において用いられる資源配分の総称」（坂田1991）である。また、割当と予算編成を支出過程という概念で統一するときの割当の役割とは、財政の見地から予算でおおまかに定めた給付総額を、クライアントとワーカーの関係のなかで、すなわち給付の決定調整システムのなかで、現実的で細かい支出のコントロールをおこなうことである（Booth 1979）。

　しかし、これは、基本的には国家側からの配分の論理であり、また、割当が行われるということは、その資源はあらかじめ希少であり、自由な分配には不足したものという前提に基づくものである。従って、割当による分配とは、予算の大枠がまず規定されてしまったのちの調整の役割であり、その予算自体の妥当性を問うことや、予算で決められた大枠を超えてサービスの必要に応じた支給量が調整されるというようなことは、割当という概念からは当然のこととしては導かれない。

　「利用者本位」（古川1998）といわれる支援費支給制度も、それは主として対事業者の関係においてのことであり、支援費の支給そのものは、措置制度のときと変わらず反射的利益であり、支給決定も、ほぼ一元的に市町村の行政裁量に委ねられ、支援費支給決定に対する権利保障の制度も、行政不服審査請求しかない。
サービスの決定主体とされた利用者ではあるが、制度的には、支援費という実質的なサービス購入資金の確保の責任は、利用者自身が負うものであり、支援費は、――たとえ、実質的には、それが費用のほとんどを賄う原資であったとしても――制度的には、あくまでその補助のための給付である、と位置付けられている、といわざるをえない。

２．３　利用者から給付をとらえる

　このように、支援費支給制度における給付とは、福祉の対象とされた利用者の主体性回復の手段となることを期待されながら、運用および運用のための制度の次元では、そのようなものとなることを前提とされてはいない。このような乖離が、支援費支給制度における給付の理念と現実の間には存在する。

そこで、利用者側から給付というものをとらえなおし、主体的に予算・財源に関わりをもちうる視座、またそれを可能とするようなメカニズムが必要になる。

そのために参考になる障害者への給付調整に関連したシステムとして、たとえば、アメリカのニューハンプシャー州には、「個別財政計画（Individual Budget）」がある（岡部2003）。それは、障害当事者が地域生活に要するトータルな費用を「利用者個人の財政」という概念でとらえるもので、その「予算」項目には、最低限の社会生活のための費用や社会サービスの費用にとどまらず、社会参加や社会交流のための費用項目もあげることができる。そして、サービス費用の支給を決める個別サービス提供計画（IPP: Individual Program Plan）は、この個別財政計画を踏まえながら決定される、という。
もちろん、個別財政計画をたてることで、求める供給の全てが実現するとは限らない。しかし、このような検討の枠組があれば、支援費の受給を、政策側が決定する配分であり所与のものであるとみなさず、ひとりの生活者としての障害当事者が、あたりまえの地域生活を実現するためのサービスの費用を得ることとの関係で捉えなおし、支給交渉を行うことを前提にできる。個別財政計画は、給付を利用者本位にとらえ直す手がかりとなるのである。

３　ヘルパー基準額（上限枠）設定問題をめぐって

３．１　「上限」が意味するもの

支援費制度開始直前の平成１５年１月初旬、「上限問題」がおこった。それは、厚生労働省内部において、市町村に対する補助金（予算）配分の基準を作ることにより、実質的にホームヘルプサービスの総利用時間の抑制を図る検討がされていることが、制度開始の直前の平成１５年１月に明らかになり、障害当事者の激しい抗議運動に繋がったという事件である。

　平成１５年１月９日にDPI日本会議が厚生労働省支援費担当準備室課長補佐及び障害保健福祉課課長補佐と行った会談における厚生労働省のつぎのような釈明は、支援費支給制度における国側の給付の位置付けとそのコントロールの方法をよく表している。
「ヘルパー予算を都道府県・市町村に分配する際の算定根拠を、『金額』と『時間』の両面からの検討が必要ではないかという話を省内で始めたところ。つまり、市町村に配分する際にはさまざまな要素が検討されなくてはならないが、実際に予算を執行する際に説明根拠が必要ということで、時間の配分と金額の配分の両面を『配分の根拠』としてはどうか、という話である。予算の規模としては、総量として１０％ほど増額されているが、国庫補助金のため、市町村に配分できる総量を示す必要があるのである。総量以上の予算を決定されても、補正予算を組むわけにはいかないためである。そのための基準なので、市町村の個別の支給量決定の際に上限を設けるという話にはならない。厚労省では時間数について具体的に話したことはなく、『上限』という言葉を使ったことはない。
」

この「予算の配分の根拠」という説明は、以降も繰り返される厚生労働省の公式見解であるが、障害当事者側はこれを不服とし、「予算執行上の基準とはいえ、市町村が支給量の決定の際、厚労省のしめす時間の基準を利用する可能性があるので、どのような場合にも時間を基準とするべきではない。また、以前より厚労省は『上限を設けるのは好ましくない』と言ってきたが、今回の支援費制度の実施に当たってもそれを強調すべきである。
」という要求を掲げて、抗議運動がはじまったのである。

厚生労働省の主張のポイントは、当初予算厳守のためホームヘルプサービスに対する国庫支出の予算配分に基準を作りたいのであり、個人にとって必要なサービスに「上限」を設定する意図ではないということにある。しかし、利用者側にとっては、それが一方的なサービス利用総量のコントロールに結果するという意味では、その手段が「個人の利用時間上限設定」であっても「予算上の配分の根拠」であっても同じである、ということの理解がそこには欠如している。

このように、「上限問題」とは、支援費の給付をあくまで割当原理に従って行おうとする厚生労働省側と、主体的にサービス利用の費用を求めようとする利用者側との間の対立として理解できよう。

３．２　ホームヘルプサービスとパーソナル・アシスタンス

介護保険制度の開始時と同様、本来支援費支給制度の開始にあたって最も期待されたのは、地域サービスであり、ホームヘルプサービスはその要であった。しかし、「上限問題」は、そのホームへルプサービスの利用抑制を巡って起こった。

そのことを検討するためには、まず、支援費支給制度における居宅介護（ホームヘルプサービス）とは、歴史的背景も考えかたも異なる障害当事者側と行政側の２つのヘルパーのシステムが、ひとつの給付制度として統合されたものである、という構造から理解されねばならない。そこで、障害当事者側のヘルパーシステム（区別のため、以降「パーソナル・アシスタンス」と呼ぶ）を、自立生活運動の側から、その背景と共に確認してみたい。

そもそも、自立生活運動における重度肢体不自由の障害当事者からみると、医学モデルによるリハビリテーションの対象者あるいは施設における集団処遇の対象者としての生活を拒否し、家族介護を必ずしも前提としない自立した地域生活を、サポートを得ながら送るためには、ヘルパー（介助者）によるパーソナル・アシスタンスは、欠かすことのできないものであり、それは、医療と福祉の文脈における概念である「介護」と区別されるために「介助」と呼ばれた（安積他1995）。

そして、パーソナル・アシスタンスというものが、利用者の意志とイニシアティブにより、利用者の２４時間の地域生活を支えるためにある以上、介助の時間とは、障害当事者本人がそれを望むならば、ほぼ生活時間全てをカバーするものでなくてはならず、そのため、介助（ヘルパーサービス）の時間とは、「利用者の側にとって譲れないのはなにより介助の時間・量、であり、約３０年をかけてようやく獲得してきたもの」（立岩2002）と考えられ、長時間の介助保障のための運動が行われてきた。そしてそれを当時の厚生省も、平成３年の「ホームヘルプの利用時間に上限を設けてはならない」という市町村への指導により、間接的に支持してきたという経緯がある。

このように、パーソナル・アシスタンスの利用者にとっては、地域生活に必要なだけのサービスの時間が得られることは、地域生活を維持するための必要条件であり、またそれは、行政から恩恵的に与えられたものではなく、地域での自立生活を求める粘り強い運動と行政交渉によって獲得されてきた成果として認識されている。

一方で、国が構築してきたいわゆる「ホームヘルプサービス」の時代的背景や位置付けは、このようなパーソナル・アシスタンスとは大きく異なっている。

行政によるホームヘルパー制度は、昭和３１年から長野県上田市、諏訪市などで実施された高齢者を中心とする「家庭養護婦派遣事業」に端を発し、それが国制度として、昭和３８年制定の老人福祉法において「老人家庭奉仕員派遣事業」として国制度として法制化され、さらに、昭和４２年には身体障害者の制度、昭和４５年には心身障害児の制度というように、障害の分野も対象となるように対象も拡大されてきたという歴史的経緯がある。

そして、政策としては、ゴールドプランにより家族介護支援の積極的推進が打ち出されたことを踏まえ、平成２年のいわゆる福祉８法改正の際に、「ホームヘルパー」の名称に変更され、前述のような厚生労働省の積極拡大を旨とする指導もあり、ゴールドプランの１０年間において急速に拡大し、介護保険制度の在宅福祉サービスにおける中核のサービスとして民間事業者の参入が図られてきた。

すなわち、国にとってのホームヘルプサービス推進における第一の政策的意味は、高齢少子化への対応として高齢者の家族介護支援の制度化にあり、それは、介護保険制度により、ひとまずの完成をみて、その目的は達せられることになる。それが、バブル崩壊後とはいえまだ財政状況も比較的堅調であった９０年代にあっては、国の政策と、自立生活運動の障害当事者の要望は、ヘルパーシステムの充実という点については一致し、比較的財政に余裕がある都市部を中心としてではあったが、障害者のパーソナル・アシスタンスへの給付も、着実に伸びていった、ということなのである。

しかし、９０年代を通じて、促進の意図もあり高めに設定されたと思われる予算に対し、ほとんど毎年実績のほうが下回っていたホームヘルプサービスも、介護保険制度により利用制度化が開始された平成１２年をはさむ平成１１年から平成１３年までの３年間の利用実績は、対前年比５３％増、１１０％増と飛躍的に増大してゆく（ホームヘルパー養成研修テキスト作成委員会,p.307.2002）。

一方で、そもそも、前述のとおり、支援費支給制度開始前のパーソナル・アシスタンスのための給付は、自立生活運動をおこなう身体障害者を中心に、比較的財政に余裕がある都市部を中心に行われており、また、知的障害者や障害児に対する給付も限定的なものであった。従って、支援費化により、障害の種別を超え、全国制度化されることで、パーソナル・アシスタンスのための給付も、飛躍的に伸びることが予測されたはずである。また、介護保険制度導入前後のホームヘルプサービス利用実績増の経験知も当然踏まえられていたはずである。

しかし、支援費支給制度実施のためにホームヘルプサービスの国庫補助金として計上されたのは２８０億円であり、これは、予算額では前年対比１４．５％の増加を確保したといっても、サービス単価アップが押し上げた分を補正すると、ネットの対前年比増は、１０％程度に過ぎなかった。

それにはもちろん、国全体の財政事情が関係している。小泉内閣は、「聖域なき構造改革」を掲げ、その結果、支援費支給制度開始の平成１５年度の政府予算案は、公共投資を前年度当初予算費３％削減、裁量的経費を同じく２％削減する方針とされ、政府の政策的経費である一般歳出全体の４０．７％を占めるにいたった厚生労働省関係の予算も厳しく絞り込まれているからである。

しかし、そもそも２８０億円とは、支援費支給制度全体の１０分の１に満たない予算規模である。いかに総合的な経済情勢が厳しくとも、新しく実施する制度の目玉となるサービスとして、あらかじめ全国の利用量調査を行ったうえで、きちんと予算を根拠づけていったならば、本来必要な伸び率の確保も可能であったのではないだろうか。

ひとつの給付システムとして統合された２つのヘルパーシステムにおいて、障害当事者が主体的にそれぞれが望む地域生活をおくるために必要となるサービスの費用を供給するという支援費支給制度のそもそもの理念や目的に近いのは、障害当事者側が求めてきたパーソナル・アシスタンスである。しかし、厚生労働省全体の政策の重点は、高齢少子化にあり、ホームヘルプサービスはそのための家族介護支援の手段であるという認識を引きずっていた。それが、介護保険制度の実施を境目として、国にとってホームヘルプサービスの利用促進を図る意味は薄れてゆき、同時に切迫してきた財政事情から、公費支出抑制の要請が強まってゆく。そのため、障害のホームヘルプサービスにおいて、積極的に利用拡大は求められず、また、障害当事者に対し、その望む地域生活をおくるために必要となるサービスの費用を確保することは重点的な政策ではなかった。そのため、ホームヘルプサービスの予算は――おそらく不足を前提として――策定されてしまった。こういう構造のなかで、ホームヘルプサービスの「上限問題」は、起こったのである。

.

３．３　ホームヘルプサービスの給付調整メカニズム

さらに、ホームヘルプサービスの給付調整メカニズムそのものを検討することで、給付をめぐる支援費支給制度の理念と運用の乖離の背景には、その給付調整メカニズムの問題があり、その結果、財源・予算・支給のあいだの関係調整を巡って混乱がおこったのが「上限問題」であったことがわかる。

そもそも、同じ支援費支給制度のなかでも、国税負担形式において、施設サービスと在宅サービスには制度的格差が存在する。「上限問題」において厚生労働省のエクスキューズにも使われたが、居宅生活支援費は、予算の区分としては、国庫補助金、すなわち、行政が任意におこなう裁量的経費とされ、年度予算を超える執行のためには、補正予算が必要になる。これに対して、同じ支援費でも、施設訓練等支援費は、義務的経費、すなわち、支出に責任をもつ経費とされている。義務的経費であれば、当初組んだ予算に関わらず、利用実績に基づく費用の供給は結果的には保障されることになる。このように、同じく税を財源としながらも、居宅生活支援費は、補助金予算上限という「上限」をもち、施設訓練支援費にはそれがない。

一方で、利用者個別の受給決定においては、このような施設サービスと居宅サービスの支給抑制メカニズムは逆転する。施設訓練等支援費は、現行の施設整備状況と慢性的待機状況からすると、基本的には、物理的な施設の量――定員――により、全体の支給量の「上限」を調整することができる。また、施設訓練等支援費も、基本的には介護保険制度と同じく、要介護度に基づく１月あたりの「定額」であり、その利用者数を乗ずることで予算化は容易である。

しかし、居宅生活支援費、特に、ホームヘルプサービスは、そうではない。居宅介護支援費は、障害による支援の必要度合いに応じたサービスの支給量決定をおこなうことを制度上の建前としており、介護保険制度のように、要介護認定であらかじめ個人の利用費用の上限を決めてしまうという制度とはなってはいない。従って、居宅介護支援費の支給総額は、それぞれの利用者により異なる「サービス単価×必要とする利用時間」の総和によって総費用が決まることになり、制度上の支給額の上限も、施設定員という枠組も持たないので、予算化は容易ではない。

また、支援費支給制度においては、国は、市町村の支給決定に対し、受動的に一定の国庫補助を行う制度設計となっており、国が直接的に受給コントロールを行うことができない。これらのことから、支援費支給制度によるホームヘルプサービスにおいては、国が予算コントロールのために行使しうる唯一の現実的手段は、「上限問題」で使われた「市町村への予算配分」であったということになる。

　以上のような理解を踏まえて、「上限問題」において厚生労働省のとった対応は、次のように整理できるだろう。すなわち、支援費支給制度、なかでもホームヘルプサービスには、利用量の変動に対して制度的に利用実績に応じた財源調整と安定化のしくみができておらず、かつ、利用に応じて国庫から補助・負担するという補助金というしくみである以上、国による利用量コントロールも困難である。そこで、厚生労働省は、ひとりあたりの利用時間を目安にした予算配分基準を示すことで、間接的に地方自治体の給付抑制を促したのである。

３．４　給付をうける権利

このような給付調整メカニズムの問題をひきおこす根本原因は、実定法上において、支援費の給付が、利用者の権利本位の構成がされていないことにある。

支援費支給制度は、税を財源とする費用支給の制度であるが、費用の負担・支給に対する利用者・自治体・国の実定法上の関係は、制度施行のために行われた平成１２年度の社会福祉法等の改正を経たのちも、抽象的かつ援護側の義務として規定されている。

その一方で、「更生援護の実施者」としての支援費の支給主体は、市町村とされ、国の役割は、直接のサービスの提供だけでなく、その費用の支給においても、市町村に対して支援費の補助を行うという間接的なものとされている。また、実定法上には、利用者の権利についての言及はない。

このように、実定法においては、支援費支給制度の利用者に対して国が負う公的責任は、援護そのものではなく費用補助に限定されたこと、援護の主体は市町村であるとされたことで、利用者が支給決定を不服としても、国の責任まで問うことは、相当に困難となっている。

「上限問題」における障害当事者と障害福祉課との団体交渉の際に、「市町村への補助金の交付基準作成のために利用時間を検討した、支給量の決定には影響しない」との説明が繰り返される一方で、「補助金交付の方法が変わることでサービスがさがっても、サービスを保障するのは自治体の責任であって、国には責任がない」「（措置制度のときにくらべて、サービス低下が起こらないという支援費の前提について）そんなことはどこの法律にも書いていない」との障害福祉課長の発言があったことは、このような利用者の支援費請求権の弱さを前提にしている。

利用者が実際に住む市町村が、その援護の主体であるとされたこと自体に問題はない。しかし、同時にそこで、国の役割と責任とは具体的にはなにかが、明確にされなかったことには問題がある。それは、当然のことながら、支援費という援護の費用に対し、その一定割合をきちんと負担する義務であり、市町村の個々の財政状態を調整して、利用者ひとりひとりの受給を最終的に担保する役割であろう。

このような利用者の受給に対する権利構成は今後実定法上でも明確にされていかなくてはならない。そして、最終的にはそのことにより、ホームヘルプサービスの国税負担形式が、施設サービスと同じく、国庫負担金となることも根拠づけられなくてはならない。

４　介護保険制度との統合問題をめぐって
４．１　統合問題の浮上

　ところで、国や自治体が志向する支援費支給制度「改革」は、利用者の支援費受給権の明確化や受給調整メカニズムの改善ではなく、支援費支給制度を介護保険制度に統合することによって、制度と財源の安定を図るという方向に向かっている。

　そもそも、厚生労働省は、公費支出抑制のために、介護保険制度を他の福祉サービスシステム改革にも援用して、福祉サービスの基本モデルとし、支援費支給制度も介護保険制度に吸収統合を行い、あわせて介護保険の被保険者の対象を２０歳まで拡大することで福祉サービス全体の総合的な財源安定化を図りたいという意向を持っていた（伊藤2002）。

そして、平成１４年１１月ごろから、様々なところで、厚生労働省は支援費支給制度と介護保険制度の統合を行おうとしているという情報のリークが行われ、「上限問題」がひとまず終息した直後に、「３月から社会保障審議会に新たな部会を設置し、介護保険制度の見直し作業に入る、その主たる検討項目は、給付対象に障害者を加えることと、保険料の徴収対象を現行の４０歳から２０歳に引き下げること」とする新聞報道
がなされることで、この動きは公のものとなる。

４．２　給付抑制システムの問題

支援費制度が介護保険制度に統合されると、利用者の受給調整メカニズムはどのように変化するのかということについて、まず検討が必要である。

第一に、介護保険制度には、介護保険基金というしくみがある。これは、単年度の利用実績を調整するため、単年度会計を基本とする税方式に比べて、受給のための財源安定化としては確かに有効なしくみといえる。

しかし、一方で、利用者に直接関係のある個別の受給調整に着目してみるならば、介護保険制度には、要介護度に基づく認定審査、及び、利用量に比例して本人負担が増加する応益負担、という２つの給付抑制メカニズムが存在する。

例えば、居宅介護支援で、要介護５という最大の認定を受けたとしても、ホームヘルプサービスに直すと、僅か１日３、４時間の支給量に過ぎず、また、利用者負担額は、３５０００円強にもなる。こういう条件下では、主として基礎年金や公的扶助によって生計を立てている重度の障害当事者が、ホームヘルプサービスの利用によって地域での自立生活を継続することは明らかに困難となる。

要介護度認定と応益負担は、まさに重度障害当事者の地域生活を不可能にする「上限」をもたらすメカニズムであり、このような給付抑制のメカニズムを支援費支給制度の給付調整メカニズムにビルト・インすることになれば、「上限問題」において提起された問題の解決は極めて困難となるであろう。

４．３　地方分権と財源の問題

自治体側の介護保険制度との統合の主張は、支援費支給制度そのものや利用者にとっての財源確保というよりも、地方分権化そのものと財源委譲の要求の一環であるととらえたほうが理解しやすい。

たとえば、「（前略）・・介護保険の対象とすることにより、市町村にとっても独自の施策展開の幅が広がり、名実ともに市町村が障害者福祉施策の推進の主役となり・・（後略）」また、「障害者福祉サービスの財源は税財源に依存しています。・・（中略）・・介護保険の対象とすることによりサービス基盤の大幅な強化が可能となり・・」
というその主張を検討すると、財政方式の変更が基礎自治体のイニシアティブを増し、その結果、「サービス基盤」としての財源の安定化が図れる、ということを訴える一方で、利用者の地域生活に必要なサービスの確保がどう担保されるのかということには、全く触れられていないことに気づく。

また、そこには、なぜ介護保険制度により財源安定化がもたらされるのかについての具体的な説明もない。そこで、想定しうる以下の３点の根拠をあげ、その問題点を論じてみたい。

第１には、３．３において示したように、ホームヘルプサービスを含む居宅生活支援費は、国庫負担との関係においては裁量的経費であるが、介護保険制度に統合されるならば、国庫負担は全て義務的経費であるので、利用量の増加に応じた国の負担増は義務化される、ということがあろう。しかし、この義務化は、前述したような介護保険制度における要介護認定という「上限設定」と応益負担という２つの強力な給付抑制メカニズムをうけいれることと対になったものであることが忘れられてはならない。そもそも全ての障害当事者の地域生活が、一日４時間に満たないのホームヘルプで充分であるのならば、「上限問題」などおこりはしなかったのである。

第２は、税方式である支援費支給制度を現行の介護保険制度の枠組に移行すれば、自治体の税負担は半分になる――国も同様――ということにあるのだろう。しかし、このことで、税と保険料を合わせた国民負担率が変わるわけではない。これから先進諸国でも突出した急速な少子高齢化が進むという日本特有の事情からも、社会的状況のなかで、現役勤労世代の負担に依拠する社会保険制度へのこれ以上の傾斜には慎重であるべきだろうし、保険料として徴収されるほうが税による徴収より国民的理解が得られやすいという経験則もいつまで続くものかはわからない。実質的に破綻しつつある健康保険や年金財政を見るまでもなく、福祉サービスの財源確保には保険方式、という図式はすでに自明のものではない。

第３は、介護保険制度においては、保険財政の単年度赤字は介護保険基金によって調整され、国負担は、国庫負担金という義務的経費であることから、単年度では予算の上限よりも受給の権利が優先されるということがある。しかし、それも数年単位でみれば、保険料値上げや国庫負担金の増大で調整されるわけであり、それは、しかるべき保険者や納税者の理解が伴っていなければ、負担の拡大への理解が得られないことによる保険財政の破綻や、間接的な給付抑制圧力にもつながりうるものである。

このように、自治体においては、支援費支給制度が介護保険制度に統合されることで、国からのひも付き補助金が減り、市税負担が減り、保険料による自主財源が増えることに結果する。そういう意味では、基礎自治体の――国に対する――イニシアティブは増すであろう。

しかし、それは必ずしも支援費支給制度の受給調整メカニズムを改善するものではない。そして、本来自治体の役割として求められる障害当事者の地域生活の保障、その費用の負担と拠出に対する地域住民の合意形成は、財政方式の変更によってもたらされるものではない。明らかにされている範囲では、地方分権推進の立場からの介護保険制度との統合の議論は、「自治体本位」ではあっても、「利用者本位」からも「住民本位」からも遠い。

４．４　介護保険側の問題

　国レベルでみれば、支援費支給制度を介護保険制度へ統合することを推進することは、支援費支給制度というよりは、むしろ、介護保険制度側の財源確保のため、という見方もできる。

介護保険制度の給付は、予想を上回るスピードで伸びており、また、給付の増加が、自動的に保険料改定につながるシステムとなっている。しかし、現行の第一号被保険者の保険料値上げには抵抗が強く、かといって、自治体が差額を負担し埋めることは、多くの自治体の切迫した財政事情からは限界がある。また、国レベルでも、財政危機の折り、国庫負担金という公費支出を増えることへの財源確保は困難であり、またこれを、一部といえども消費税に財源を求めることには、依然政治的抵抗が強い。

そうなると、差し迫った平成１７年に迫った制度見直しに際し、介護保険制度の財源確保のために今とりうる選択肢として、制度設計当初に当時の厚生省が検討した、第二号被保険者を２０歳まで拡大し、費用徴収対象を拡大する、という案が浮上してくる。しかし、そのためには、原則的に６５歳からしか給付をうける権利がない社会保険制度を、２０歳にまで費用徴収を拡大することに対する世代間の不公平感を緩和しなくてはならない。そこで、年金制度と足並みを揃え、高齢と障害を対象とし、一括徴収とすることで、世代間連帯を超えた普遍的な社会連帯の制度である、というような説明が――たとえそれが形式合理的なものであったとしても――一定の納得性をもつと考えられたのではないだろうか。

しかし、健康保険財政の１００分の１、介護保険財政の１０分の１以下の財政規模にすぎない支援費支給制度が同じ社会保険制度に統合されても、障害福祉サービス固有の利用者と理念を尊重した給付システムを維持することは可能なのであろうか。

結局、制度変更そのものは、負担と拠出の合意形成のオルタナティブではないし、財源の規模が大きいことが、その安定に結果するわけでもない。日本の政治における地方分権の流れや、社会保障制度全体の財源問題を全く無視することはできないが、まず、支援費支給制度に対してなすべきことは、財政方式の変更ではなく、制度の目的と利用者に立ちかえり、給付システムを利用者の主体性と権利本位に再構成してゆくことであると考える。

４．５　給付を利用者の権利本位に構成する

利用者の権利本位に支援費支給制度という給付システムを再構築してゆくためには、どのようなことが行われなくてはならないのだろうか。

まず、サービスシステムの目的とそれに基づく利用者がサービスを利用することの権利構成が必要である。そのためには、障害者の完全な社会参加と平等及び自己決定権に基づき、あたりまえに地域で暮らす権利が明記される必要がある。そして、それを土台にして、そのために必要なサービスとして、ホームヘルプを中心とする地域サービスを定義し、利用者が地域サービスをうけることも権利として構成する。

居宅生活支援費の国費支出形態を、裁量的経費である国庫補助金から義務的経費である国庫負担金に変えるためには、このような実定法上の根拠づけの作業が必要である。

こういった検討には、スウェーデンの障害福祉サービス法である「機能障害者を対象とする援助およびサービスに関する法律（LSS法：Lag1993:387 om aiod och service till vissa funktionshindrade ）が参考になるだろう（二文字 1998他）。

そして、地方分権を強調する意味からは、住民の一人としての障害当事者が地域で暮らす権利について、都道府県の条例で定めるべきであろう。特に、宮城県をはじめ、脱施設を推進する自治体において、施設解体によって削減される予算を、利用者が地域移行するための必要にして十分な地域サービス――支援費の給付――の財源とするために、必要であろう。関連して参考になるものとしては、アメリカ合衆国カリフォルニア州におけるランターマン法(The Lanterman Act :定藤他2002他)などがある。

さらに、市町村では、その役割を踏まえて、サービス利用についての手続的権利保障が検討されるべきであろう。例えば、イギリスにおける各コミュニティのコミュニティ・ケア憲章（秋元2000）などがある。

５　おわりに

支援費の給付における利用者本位を実現するために、利用者の権利本位に受給のシステムが見直され、また、その支給調整における実体的・手続的権利保障が、国・都道府県・市町村と重層的に構築され、利用者自身の主体的なサービス利用財源の確保が可能になることを求める。
関連して残された課題としては、支援費支給制度における給付の具体的な安定化メカニズムについての検討がある。それについては、稿を改めることとし、その検討項目を以下に記して、本稿をひとまず終えたい。

・財源安定化メカニズム（調整基金・調整金）

・徴収に対する合意形成のメカニズム

・支給決定に対する異議申し立てとアドボカシーのメカニズム

・給付調整とケア・マネジメント
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注
� サポート研通信　第１７号(2003).P4,5  研究セミナー報告　基調講演「社会保障からみた障害者福祉　支援費制度を含めた日本の今日的状況について　武川正吾氏　（東京大学文学部社会学科助教授）」発行　特定非営利活動法人全国障害者生活支援研究会　より


� 平成１３年４月　「新障害者プラン（重点施策実施５か年計画）」より


� 「平成１５年１月２１日　全国厚生労働関係部局長会議（厚生分科会）資料（社会・援護局障害保健福祉部）」より


� DPI日本会議ホームページよりhttp://homepage2.nifty.com/dpi-japan/dpi-japan.htm


� DPI日本会議ホームページよりhttp://homepage2.nifty.com/dpi-japan/dpi-japan.htm


�毎日新聞２００３年２月１日「介護保険見直し　障害者への給付拡大、徴収年齢引き下げ焦点に」等


� ２００３年２月１５日　滋賀アメニティ・フォーラムにおける、岩手県・宮城県・千葉県・滋賀県・三重県・鳥取県・熊本県知事の連名での「障害者福祉に関する７県共同アピール　―障害者福祉は介護保険で―」より
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